キョウイン　ノ　キョウドウ　ブンカ　オ　タカメル　ケンキュウ　ミドルリーダー　ニ　ヨル　コウナイ　ケンキュウ　ノ　カッセイカ　オ　トオシテ by 野﨑, 愛子
佐賀大学大学院学校教育学研究科紀要 第 2 巻 2018 年 
285 
実践研究報告書要旨 
 
教員の「協働文化」を高める研究 
－ミドルリーダーによる校内研究の活性化を通して－ 
 
野﨑 愛子（教育経営探究コース：現職教員） 
 
1． 研究テーマ設定の理由 
学校現場を取り巻く環境の複雑化・困難化により，学校に求められる役割は拡大・多様化し，学校
が抱える教育課題は個々の教員の創意工夫や努力では解決が困難な状況になりつつある。また，大量
退職時代を目前に控え教員構成年齢の変化が起こる中，先輩教員のもつ知識技能の伝承が困難になる
といった影響も大きく，「チーム」としての活動を学校の中に導入していく必要がある。さらには，2015
年度の県教委の調査によると，佐賀県内の小中高校などの全教員のうち，多忙化や保護者からのクレ
ーム対応などが主な原因とみられるうつ病などの精神性疾患が原因の休職者は，病気休職者の 67％を
占め増加傾向にあることが分かった。また，文部科学省は中央教育審議会答申（2006）の中で，教員
をめぐる現状の一つとして「教員の多忙化と同僚性の希薄化」を指摘している。このような状況の中，
生徒に関わる課題や問題を教員集団として共有化し，その課題解決に向けての取り組みも「チーム」
で対応していくことが可能な学校組織に転換していくことが求められている。 
本研究においては，中学校現場で教科の特性に配慮し教員の自律的な教育活動を促しつつも，校内
研究を通して個々の教育活動のつながりやまとまりをつけることとの両立を図っていく。そして校内
研究を通して組織の協働化を図り，協業型組織としての学校の土台作りを行う。そのためには，「場」
をファシリテートして「人」をつなぎ「校内研修」の時間を活性化していくチームやリーダーが必要
である。つまり本研究は，ミドルリーダーによる「校内研究」の活性化を行うことを通して教員の「同
僚性」を高め，協業型組織としての土台作りを行うことをめざす。この実践は子どもたちや教員の利
益を生み，さらには学校の「協働文化」が高まっていくことに資するものと考え，この研究テーマを
設定した。 
 
2． 研究の目的 
 ミドルリーダーによる校内研究の活性化を通して組織の協働化を図る方法を明らかにする。 
 
3． 先行研究 
（1）日本の「教員文化」の変化と「協働文化」について 
久冨（2003）によれば，教員の同僚性や協同性は日本の「教員文化」の特徴であり，「教員文化」が
教師の教職アイデンティティを支えてきた。しかし，アンディ・ハーグリーブズ（2000）が指摘する
ように，日本の教育改革と若い世代の変化によって，その「教員文化」が今では「多忙化」や「教師
疲弊」を生じさせている。 
教員相互の関係性について今津（2000）は，ハーグリーブズが分類した 4 つの型である①個人主義
（individualism），②グループ分割主義（balkanization），③協働文化（collaborative culture），
④策定された同僚間連携（contrived collegiality）に，⑤共同（community）を加えて 5 つの型に分
類し，個を尊重した相互連携としての「協働」と，個の自律性を無視して画一性へと拘束されるよう
な「共同」を厳密に区別した。今津によれば，「協働文化」とは「同僚教師間に相互の開放感と信頼性，
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支援性をもたらす関係のありようで，日常生活の中で自然と温かさが滲み出るような同僚関係である。
この文化のもとでは，教育指導上の失敗や不確実性に対して防衛的な姿勢をとることはない。むしろ，
互いに援助を与えあうように，同僚が一緒になってそれらを受け止め，相互に議論をする。同僚教師
は，教育価値に広い一致点を求めるが，細かな不一致に対しては寛容である」ことを指す。日本では
「共同」文化が崩れたにもかかわらず，それに変わるべき「協働」文化が定着していない。また「協
働文化」は自発的には生まれにくい。そのため，校長の強力なリーダーシップによって「策定された
同僚間連携」が導入されるのだが，あまりに一方的に導入され同調だけが求められ「共同」へ向かう
場合もあれば，校長のリーダーシップによって「協働文化」へと転換される場合もある。この「協働
文化」を形成するためには，効率的な組織よりも「相補性」と「情報冗長性」（組織内に無駄を取り込
むこと）をもつ集団が望まれると油布（1999）は指摘している。 
（2）学校組織の特性と組織力の向上について 
佐古（2011）によれば，学校の組織特性は「個業性の組織」である。これは，組織の形態をとりな
がら，その主要な課業の遂行に当たっては個々の教員の個別的な教職の遂行に専ら依存した組織状況
を指しており，これからは学校組織を教員集団による協業体制に基づく協業型組織に転換していくこ
とが必要である。佐古によれば，学校の教育力を高めるための手段として学校組織マネジメントを位
置付け，それを達成させるためには「教員の自律的な教育活動」と「学校教育の組織化」と，それを
両立させる要因である協働性が必要である。また協働化には学校組織の体制や運営について，学校の
児童生徒の実態と課題，実践とその成果に関する情報の交換と共有を行う場（機会）を学校の「コア・
システム」と位置付けることと，協働プロセスを支援する機能「プロセス・ファシリテート機能（Ｐ
Ｆ機能）」を学校に組み込んでいくことが必要である。また，この機能は，多様な情報の集約に対応す
ることや，組織改善の一定の継続性を容易にするために，チームで担うことが重視される。そして，
認識のすり合わせと共有（児童生徒の実態の認知レベル），学校の課題（目標）の明確化と共有（意思
形成レベル），実践とその成果の共有（実践レベル）の各々のプロセスを順次進展させていく一連の過
程を学校における協働プロセスと位置づけている。 
（3）ミドルリーダーに期待する役割について 
 小島（2010）によれば，「スクールミドル」の位置づけや概念を「中堅教員」や「ベテラン教員」の
ように年齢層・世代としてだけでなく，組織の問題解決において戦略的役割を果たしうる世代－職層
として受け止める必要がある。北神（2014）によれば，学校組織に求められる組織マネジメントとし
て，学校組織を「マトリクス構造」や「ウェブ型構造」ととらえたときの構造の結節点となる教職員
が組織運営のミドルリーダーとして，校長と一般教員の「連結ピン」となって上下左右に働きかけ，
巻き込んでビジョンを具体化していく「ミドル・アップダウン・マネジメント」が求められている。
また，１人のリーダーに焦点化した集中型モデルには根本的に限界があり，組織運営に必要なリーダ
ーシップは，組織の多様な状況において多様なリーダーがリーダーシップを行使する分散型モデルへ
と変化している。堀（2015）は，組織による問題解決がうまくいかない時に「協働の失敗を，個人の
能力に帰するのではなく，もっと大きな考え方の転換が必要」であるとして，「個人」を中心にした組
織運営から人と人との「関係性」を中心にした組織運営へ変えていく必要があるとしている。そして，
問題解決や合意形成を促進する技術である「ファシリテーション」の機能を分かりやすくするために，
従来型のリーダーシップやマネジメントと対比し「組織を取り巻く環境が大きく変化するときは強い
リーダーシップが，安定的なときには緻密なマネジメントが，変化が絶え間なく起こるときにはファ
シリテーションが適している」と述べている。 
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図 1 研究構想図 
（佐古 2011）を加工して筆者作成 
4． 研究の実際 
（１）教員の意識の実態把握（平成 28 年 3 月） 
昨年度末の職員アンケート調査で，教員（平均）の「教職員間には，時には厳しさをもって互いに
高め合う人間関係ができていますか」の数値は最も低かったのに対して，「教職員間には，互いの意見
や提案に真剣に耳を傾ける雰囲気がありますか。」の項目の数値が高かった。また管理職（平均）と教
員（平均）の差が最も大きかった項目は「学校の目標や方針が教職員間で共有されていますか」であ
った。また，「教職員の連携・協働を図るために必要だと感じる事柄」で教員に多い用語は，「情報の
共有」や「指導の一貫性」，「全員で」とそれに類するものであった。これらのことから，昨年度の聞
き取りから課題と捉えていた「教員の仲は良いが意見は言いにくい雰囲気があるのではないか」「情報
の共有や教育活動の方向性に対する意識の差があるのではないか」といったことが裏付けられた。 
（２）組織構造づくり 
組織構造づくりについては佐古の理論を援用した。まず，協働化のための組織としての「コア・シ
ステム」に校内研修を位置付けた。次に，校内研修の「場」を作り「人」をつなげ協働を促進するチ
ームとして「研究活性化委員会」を設置した。そして校内研究の研究組織図を整備し，リーダーはミ
ドル・アップダウン・マネジメントやファシリテーションなどのリーダーシップを発揮できるように
した。本年度の研究委員は前任の校長が選出した 3 名で構成され，筆者は研究主任と兼務している。
研究委員には，第 1 回研究活性化委員会においてその役割を説明した。 
また，研究の方向性である内発的改善を明確にするため研究構想図【図 1】を作成した。これまで
のように「教員の自律性」による教員個人の実践の充実だけでは各教員のもつ力が分散されたり，や
り方の違いで対立したりしてしまう。校内研究
による組織の協業化を可能にする「チーム」を
作ることで，ミドルリーダーが研修の場をファ
シリテートして教員の意識のベクトルを同じ方
向へ向け，生徒に大きな変容が見られ，教師の
意欲が高まり，さらに協業化が進む。このよう
なサイクルを作ることで，持続可能な協業型組
織の土台作りを行う。また，研修内容によって
教科主任等もミドルリーダーととらえ，分散型
リーダーシップの形をとる。 
（３）組織過程の変革を目指した実践 
① R-PDCA サイクルによる計画的な校内研究の活性化 
 校内研修計画に R-PDCA サイクルを書き加え，生徒の実態に関する認識の共有（Research）と，目標
（課題）の形成と共有（Plan）を 6 月中旬までかけて行うことを，4 月の校内研修で伝えた。また，
昨年度末に決定していた「活用力」の定義について改めて検討し，学校目標等と研究目標の整合性を
図った。5 月の校内研修においては生徒の学習環境の実態について意見を出し合った。課題形成と共
有（Plan）に時間をかけることと，「研究発表のための研究ではなく，生徒と先生のためになる研究に
したい」ことを繰り返し伝えることで，「やらされ感」のない研修・研究になることを目指した。また，
計画にあたっては管理職との話し合いや連絡を密に行い，外部支援を活用して計画的に段階的に校内
研究が活性化していくようにした。 
② 話し合いの活性化による組織内連携，組織間連携の促進 
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 研究活性化委員会は，校内研修の場において一人一人の教師からいかにしてアウトプットさせるか
という方法を検討し，研修の質を高めるよう工夫する役割を担っている。そこで，研究委員が①研修
の目的をどう設定するか，②教員の意見を「聴き出し」たり「書き出し」たりできる「場」をどう設
定するか等を考え，話し合いをファシリテートすることで活性化を図った。研究委員には，「学年内で
の意見交換」「三校合同研修会の部会での意見交換」「校内の部会での意見交換」の３つの「場」をフ
ァシリテートする機会を設定した。また，そのために研究活性化委員会で話し合いの「場」の設定や
活性化の工夫について話し合った。さらに，「ワールドカフェ方式」の意見交換会や，拡大指導案と付
箋を用いた授業研究会などの工夫を行い，組織内連携，組織間連携の促進を図った。 
③ ミドルリーダーによるコミュニケーションの促進 
 研究委員には定期的に声をかけ，学年や部会で出た意見や質問を気軽に出してもらうようにした。
また，部会の進行等で困り感が見られた時には，同じ部会の他の先生や校長先生に話をしてサポート
していただいた。さらに研究委員は 3 校合同の部会の代表として，各部会長（3 校の校長）へも意見
や質問を出したり校内の部会へ方針を下ろしたりして，アップ・ダウン・マネジメントを行った。 
また，10 月から 12 月にかけて，教員全員が一人一回以上の研究授業を行った。その際には，教科
部会を中心に参観ができるように教務主任に時間割を調節してもらい，教科主任にリーダーとして授
業研究会の運営を任せた。このように，全体会や部会においては研究委員が，教科部会による授業研
究会等では教科主任がミドルリーダーとして活躍した。また 1 月の研究発表会では，研究委員が研究
概要の説明を分担して行い，6 つの教科部会に分かれての研究協議会では教科主任が「場」をファシ
リテートして話し合いを活性化させた。 
 
5． 研究の考察 
（１）校内研究を通して学校組織の協業化を図ることはできたか。 
昨年度 3 月と本年度 7 月の職員アンケート結果（教員）を比較すると，「学校の目標や方針が教職員
間で共有されていますか。」の数値が増えていて，12 月の結果でも 7 月の数値を維持していた。これ
は 4 月，5 月の校内研修の成果であると考える。 
また，本年度 7 月と 12 月の職員アンケート結果（教員）を比較すると，「自己有用感」「貢献意識」
「意思伝達」「自己の人間関係の構築」「協力性」「職員間の会話」「接遇・マナー」「（保護者や地域と
の）連携意識」の 8 項目で数値が増えていた。しかし，「教職員間には，時には厳しさをもって互いに
高め合う人間関係ができていますか。」という項目では数値が減少していた。その理由の記述からは，
ルーズさにお互い安心しているところがあったり厳しさが足りなかったりするが，人間関係を基本と
する仕事なのであまり厳しくは言えないといった様子が伺えたが，それでも必要な場面では言わない
といけないという意見も見られた。また，7 月に低かった「教職員は，授業充実に向けて，他の教職
員と教材や授業について話をしていますか」は 12 月でも低い項目であったが，平均の数値は増加して
いた。「教職員の連携・協働を図るために必要だと感じる事柄」の記述からも職員室の会話は増えてい
るが，忙しくてなかなか時間がないと捉えていたり，まだ会話が足りていないと捉えていたりする様
子が伺えた。しかし，全体的には組織力は向上したと考える。 
また，7 月と 12 月に行った生徒への学習アンケートでは，1 年生では「授業の中で，先生の説明や
指示をしっかり聞きとることが出来ていますか」，２年生では「授業中の課題に対して，まずは自分で，
授業で習ったことを生かして解決しようとしていますか」，３年生では「友達の意見を聞いて内容が分
かったり，なるほどと思ったりしたことがありますか」「自分の意見や考えを友達に説明することが出
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来ますか」の項目において生徒の意識の変容が見られ，授業改善の成果が表れていることが分かった。
これらの生徒へのアンケートや教員への研修アンケートなどの結果を分かりやすくまとめ，速やかに
教員に戻したことも，教員の授業改善への意欲を向上させることに寄与したと考えている。 
（２）研究委員によって校内研修は活性化したか。 
5 月の校内研修においては，広用紙に意見をアウトプットさせることで研究委員が学年の話し合い
をファシリテートした。この研修によって，生徒の実態や授業における課題や教師の困り感を共有す
ることができた。また話し合いの前に，「目的」「テーマ」「方法」「ルール」を明確に提示した。この
手順は，5 月の研究活性化委員会で「テーマ」について練り合った経験から生まれたものである。こ
のような手順を教員が研修で体験したことが，授業場面でのグループ学習のさせ方へとつながること
が期待できた。またワールドカフェ方式により，研究委員が学年の意見を他学年の教員に説明するこ
とで，共通点や相違点を確認することができ学年間の連携にもつながった。6 月の生徒総会では，研
究主任が生徒の前に出て「学び合い」について話をした際に，生徒に研究委員を紹介し学習について
の意見や要望を出してほしいと伝えた。このような機会を作ったことは，研究委員が自分の役割を認
識し責任をもって務めることにつながった。また 8 月の三校合同夏季研修会では，研究委員は小中 3
校における 3 部会の話し合いをファシリテートし，目指す教育実践の方向性を明らかにして教員の意
識のベクトルを同じ方向に向けることができた。この実践を 9 月と 11 月の校内研修に生かして，校内
の 3 部会の話し合いをファシリテートし，部会で取り組む内容を決定して実践へと導いた。 
（３）ミドルリーダーによってコミュニケーションは促進されたか。 
12 月の教員アンケートで「点数の高かったものの中から１つ番号を選び，その点数にした理由をお
書きください」という質問に，「授業充実に向けて，他の教職員と教材や授業について話をする機会が
ありますか。」を選んだ教員が多かった。理由に見られた主な用語は，「資料の共有」「授業研などの話
題（職員室）」「教科間や異教科間での意見交換」「短時間の相談や教材についての話」などであり，職
員室での授業や教材に関する会話が促進されたことが分かる。この要因は，研究委員だけでなく教科
主任も研修をリードしたことにあると考える。特に外部講師による支援によって「これまではグルー
プ学習をすることを目的としていなかったか」と気付いたときに，ある教科主任が職員室で「必要な
時に必要な学習形態をとればいいんだね」「ストンと落ちたよね」と投げかけ数名が共感したことを機
に，グループ学習に対する教師の意識の方向性がそろっていったのを感じた。そこから「どんな力を
つけさせたいのか」と各教員がそれぞれで模索したからこそ，「学ぶ力を伸ばそう」という掲示物の案
を提案した際，雰囲気よく全員一致で決定したのだと感じた。これまでも職員室の会話は多く職員の
仲も良かったが，会話の質が変わったことにミドルリーダーは貢献したと考える。 
 
6． 成果と課題 
本研究における成果の 1 つ目は，研修計画に R-PDCA サイクルを書き加え研究の現在地をはっきりさ
せたことで，教員を焦らせることなく研究を進めることができたことである。教員の不安気な質問に
対しても「まだ今はこの段階なので心配しなくていいですよ」といった声をかけることができた。ま
た，時間をかけて生徒の実態把握や研究の方針を共有したことは方針の明確化にもつながった。2 つ
目は，研究委員のファシリテーションによって各教員のもつ情報を視覚化してアウトプットさせるこ
とで，教員の意識のベクトルを同じ向きにそろえたことである。そのきっかけは 8 月の小中合同研修
会であった。フィッシュボーンダイアグラムを利用して，その骨（ボーン）を「3 校でどこまではそ
ろえられるか」という共同研究の柱として捉え，3 部会からアウトプットさせた 3 枚の広用紙をフィ
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ッシュボーンの形に掲示することで，3 校の研究の方向性をそろえることができた。また，校内にお
いても生徒につけたい力を明確にした掲示物を作成することができ，全教科の「授業の方向性」をそ
ろえることができた。3 つめは，「グループ学習」や「コの字型机配置」，「立腰」や「自学ノート」な
どの取組に対する教員の不満が聞かれなくなったことである。この要因は，なんといっても生徒に変
化が見られたからに他ならない。落ち着いた授業で学び合いが展開され，朝の遅刻も減った。家庭学
習にも少しずつ影響が出てくるものと思う。また課題としては，研究活性化委員会が時間割上に位置
付けられていたにもかかわらず，出張等の授業変更により課業時間内に実施することが難しかったこ
とが挙げられる。また，研究発表会を控え，校内研修のほとんどの時間を授業改善に充てたため，生
徒の学びの土台となる「仲間づくり」についての取組を今後は補強する必要があると考えている。 
 そして，筆者にとってこの研究の最大の成果は，研究主任である筆者が，研究発表会に向けてでは
なく「先生方の意識を同じ方向に向けるにはどうしたらいいだろうか」と考え続けたことである。そ
して，型をそろえることから始めるのではなく，実践と省察を繰り返す中で型が決まってきたことで
ある。これは昨年度に理論を学び，それに基づいて校内研究という実践を行ったからに他ならない。
だが，本研究は教員の協働意識を高めるきっかけをつかんだにすぎない。この実践をもっと充実させ
たものとし，その成果をより大きく生徒に伝えていくにはどうしたらよいのか，ということについて
今後も理論研究を行い実践に努めていきたい。 
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